
Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

〇暮らしに密着した地域脱炭素化の推進

◆「2050ゼロカーボン・チャレンジ」の展開により県民や
事業者の行動変容を促進

◆ＺＥＨの普及啓発や、県産省・創・蓄エネ関連設備の住
宅・事業者等への導入を支援

○ 2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業【７頁】

○ 省・創・蓄エネの導入促進事業【９頁】

〇エネルギーの地産地消の推進

◆県有施設を太陽光発電等の再生可能エネルギー電力と電気
自動車等を組み合わせたゼロカーボン・ドライブの普及啓
発拠点として整備

◆ＡＩ・ＩoＴも活用した分散型エネルギーシステムを構築

○ ゼロカーボン・ドライブ普及啓発拠点整備事業【11頁】

４



◆県民や事業者・団体等と連携したキャンペーンやイベント
等の開催を通じて、エシカル消費をはじめとする「消費の
ＳＤＧs」の普及啓発を推進

○ やまぐち消費SDGs県民連携推進事業【12頁】

〇循環型社会づくりの推進

◆循環型社会の形成に向けて、プラスチックごみや食品ロス
の削減などの３Ｒ県民運動を展開

◆ワンウェイプラスチックの削減や海洋ごみ対策、資源循環
型産業の育成の取組を推進

◆産業廃棄物の適正処理を推進

○ ぶちエコやまぐち３Ｒ推進事業 【13頁】

やまぐち海洋ごみアクションプラン推進事業【14頁】

○ 資源循環型社会形成推進事業【15頁】

○ 産業廃棄物適正処理推進事業【16頁】

Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

拡

〇持続可能な社会を目指した消費生活の推進

《エシカくん》

５



〇さまざまな生物との共生

◆農林業被害や生活環境被害の防止に向けたシカ等の捕獲強
化や、ツキノワグマとの共生などの対策を推進

◆民間など多様な主体と協働した生物多様性の保全を推進
◆所有者明示の推進や円滑な譲渡に向けた取組により、飼主

による適正飼養を啓発
◆野犬による被害の軽減に向けた新しいアプローチからの対

策を推進

〇自然の景観や多面的機能の保全・活用

◆優れた景観や豊かな生態系を有する自然公園等の保全と利
用を促進

◆ニホンアワサンゴ等の自然資源を活用したエコツーリズム
を推進

○ 自然公園等施設整備事業【21頁】

○ 秋吉台国定公園管理事業【21頁】野生鳥獣管理対策強化事業 【17頁】

生物多様性地域連携促進事業 【18頁】

○ 動物愛護管理推進事業 【19頁】

Ⅱ やまぐち未来維新プランの着実な推進

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

新

拡

デジタル活用による野犬対策強化事業【20頁】新

≪ネイチャーポジティブ（自然再興）
イメージキャラクター

「だいだらポジー」≫Ⓒ環境省

６

○ ツキノワグマ保護管理対策事業【17頁】



次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進

2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業１／２【環境政策課】 31,772千円

県の目指す2050年の将来像（「2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロ」

の社会）の実現に向け、県民一人ひとりが気候変動の現状や既に顕在化している

影響を認識し、県民や事業者自らによる脱炭素型ライフ・ビジネススタイルや事

業活動での地球温暖化対策の取組（ゼロカーボン・チャレンジ）を推進

趣 旨

事業内容 （単位：千円）

項 目 内 容 事業費

2050ゼロカーボン・
チャレンジキャンペーン

○ 脱炭素に触れる謎解き体験型イベントの実施

○ ぶちエコやまぐちアンバサダーと連携した情報発信

10,353

デジタルを活用した行
動変容の促進

○ 「ぶちエコアプリ」を活用し、エコ行動を実践する
ための機会やインセンティブを継続的に提供

7,919

ナッジ効果を活用した
適応策の推進

○ 気候変動の影響に関する情報収集・分析及び発信の強化

○ 適応策に関する情報収集・分析及び発信の強化

4,209

山口県地球温暖化防止活動推
進センターと連携した取組

○ 家庭向け温暖化防止診断及びぶちエコサポーター登
録制度等の実施

6,343

次世代を担う人材の
育成

○ 山口大学グリーン社会推進研究会と連携した環境学
習の実施

○ 次世代リーダーの育成を目的としたワークショップ
（相互交流）への参加

2,316

会議・表彰 ○ 環境やまぐち推進会議の運営

○ 地球温暖化対策優良事業所の表彰

632

事業イメージ

７
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県内事業者や大学等研究機関等の先進的な適応策事例や初心者向けの具体的な事例
と効果をまとめた事例集の作成・情報発信

○対 象：県民・事業者
○目 的：適応策の認知度向上・取組促進

適応策の取組紹介事例集の作成・周知

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進

2050ゼロカーボン・チャレンジ推進事業２／２【環境政策課】 31,772千円

四季を通じた調査イベント（県民参加型情報収集）

季節の影響を受ける生物種を対象とした定点調査の実施、調査手法等をまとめた県
民向けガイドブックの作成

○対 象：県民
○場 所：県内１か所
○期 間：年４回程度（四季ごと）

山口大学グリーン社会推進研究会と連携した環境学習

気候変動問題等の課題について学び、他者と意見交換等する環境学習（ディベート
イベント）の実施

○対 象：県内の小・中学生等
○回 数：２回程度
○目 的：若年層の行動変容のベースとなる気候変動等への

理解の深化・定着化

若年層による情報発信

県内の高校生・大学生等（ぶちエコサポーター）による、脱炭素に繋がる取組等に
関する啓発動画の企画・制作・投稿

○対 象：県民
○目 的：対象者の意識向上・行動変容の促進

脱炭素に触れる体験型イベント

脱炭素に興味・関心がない人でも楽しみながら気軽に参加できる謎解きなどを行う
体験型イベントの実施

○対 象：県民
○場 所：県内２か所程度
○期 間：各1ヶ月程度

８



省・創・蓄エネの導入促進事業１／２ 【環境政策課】 326,069千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進 ○エネルギーの地産地消の推進

山口県地球温暖化対策実行計画（第２次計画 改定版）で設定したCO2排
出量の削減目標の達成に向けて、民生部門（家庭部門、業務その他部門）
を中心に、省エネ化や地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入を
進めるとともに、本県のエネルギー産業の振興に資する省・創・蓄エネ設
備を普及

趣 旨

項 目 内 容 事業費

家庭部門に対する
取組

○ＺＥＨ（ゼッチ）の啓発・導入支援
27,008

業務その他部門に
対する取組

○脱炭素セミナー

○専門家による省エネ診断

○やまぐち再エネ電力利用事業所認定制度

○中小企業者等向け省・創・蓄エネ設備設置補助金

132,784

両部門に対する取
組

○山口県産省・創・蓄エネ関連設備等登録制度

○太陽光発電設備等の共同購入支援

事業所向けプランの創設

○地球にやさしい環境づくり融資[融資枠:２億円]

166,277

事業内容
（単位：千円）

○総合住宅展示場でのイベントや宿泊体験によるＺＥＨの普及啓発

○ＺＥＨ基準を満たした新築住宅の購入者に対する補助
【対象者】 県内に住所を有する（予定を含む）個人
【補助額】 200千円／件 【補助件数】105件
【主な補助要件】

・県産省・創・蓄エネ設備を１製品以上導入
・引渡前の内覧会の実施
・申請時と引渡１年後のアンケートへの協力

○省エネや再生可能エネルギー利用への意識向上及び取組促進のためのセミナー
・年２回開催

○省エネの専門家を派遣して診断
・設備の運用改善方法や省エネ設備への更新による経済的効果などをアドバイス
・再生可能エネルギー利用に対する取組を提案

事業イメージ

ＺＥＨ（ゼッチ）の啓発・導入支援

新

家庭部門

専門家による省エネ診断 業務その他部門

脱炭素セミナー 業務その他部門
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○県内企業が製造・加工するなどした省・創・蓄エネ設備を登録
・家庭向け設備 ・事業者向け設備

○購入希望者を募り、一括調達によるスケールメリットを生かして通常より安く設置
・家庭向けプラン 事業所向けプラン

①太陽光発電設備（10kW未満） ①太陽光発電設備
②太陽光発電設備（10kW未満）＋蓄電池 （10～2,000kW）
③蓄電池

○省・創・蓄エネ関連設備や次世代自動車等の整備時の低金利融資（一部利子補給）

※省エネ診断の受診が要件、最大10年0.5％の利子補給あり

主な対象施設 融資対象 限度額 融資利率

省・創・蓄エネ関連設備※ 中小企業等 50,000千円 1.5％

次世代自動車（電気自動車等） 個人、中小企業等 5,000千円 1.5％

○県内の再生可能エネルギーの電力利用に積極的に取り組む事業所を認定

○省・創・蓄エネ設備の設置に対する補助（県産設備に対しては上乗せ補助）
【対象者】中小企業者、中小企業団体、医療法人、社会福祉法人、学校法人等
【補助対象設備及び補助率・補助限度額等】

省・創・蓄エネの導入促進事業２／２ 【環境政策課】 326,069千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○暮らしに密着した地域脱炭素化の推進 ○エネルギーの地産地消の推進

中小企業者等向け省・創・蓄エネ設備設置補助金 業務その他部門

太陽光発電設備等の共同購入支援 業務その他部門

山口県産省・創・蓄エネ関連設備等登録制度 業務その他部門

地球にやさしい環境づくり融資 業務その他部門

家庭部門

家庭部門

家庭部門

やまぐち再エネ電力利用事業所認定制度 業務その他部門

補助対象設備（対象規模） 補助率･単価､補助限度額等[上乗せ単価]

①自家消費型太陽光発電（10～50kW） 50千円/kW [20千円/kW]

①

の

付

帯

蓄電池（～61kWh） 単価（円/kWh）の1/3 [12千円/kWh]

車載型蓄電池 蓄電容量×1/2×40千円/kWh

充放電・充電設備、外部給電器 1/2 ※外部給電器は1/3

その他基盤インフラ設備 2/3

②熱利用設備（地中熱 ～220ｍ２）等 2/3 [地中熱4千円/m２] 補助限度額
10,000千円③高効率空調機器、高効率給湯機器等 1/2

新

１０



ゼロカーボン・ドライブ普及啓発拠点整備事業【環境政策課】 48,091千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

○エネルギーの地産地消の推進

山口県地球温暖化対策実行計画（第２次計画 改定版）で設定した再生可
能エネルギーの導入目標の達成に向けて、県有施設を太陽光発電等の再生
可能エネルギー電力と電気自動車等を組み合わせたゼロカーボン・ドライ
ブの普及啓発拠点として整備するとともに、ＡＩ・ＩｏＴも活用した分散
型エネルギーシステム（地域脱炭素社会）を実現

趣 旨

項 目 内 容 事業費

県有施設のゼロ
カーボン・ドラ
イブ施設化

○県有施設に太陽光発電設備、電気自動車等を導入し、
ゼロカーボン・ドライブの普及啓発拠点として整備

〇R６整備予定（４か所）
柳井・下関総合庁舎、動物愛護センター、長門農林水
産事務所

48,091

事業内容
（単位：千円）

事業イメージ

県有施設のゼロカーボン・ドライブ施設化

１１太陽光発電設備 電気自動車 充放電設備



やまぐち消費ＳＤＧs県民連携推進事業【県民生活課】 5,000千円

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○持続可能な社会を目指した消費生活の推進

消費者に対して、ＳＤＧｓに沿ったライフスタイルの見直しを促すため、
県民や事業者・団体等と連携したキャンペーンやイベント等の開催を通じ
て、エシカル消費をはじめとする「消費のＳＤＧｓ」の普及啓発を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

ＳＤＧｓの効果的な
実践を促す取組の展開

〇「消費のＳＤＧｓ」啓発キャンペーン

県民が「消費のＳＤＧｓ」として実践して
いる取組を投稿するフォトコンテストの開催

・地域におけるＳＤＧｓ啓発講座の開催

〇山口きらら博記念公園を発信拠点とした「消費
のＳＤＧｓ」体験型イベント

ＳＤＧｓに詳しい著名人を招いた講演・
トークセッション

・ 身の回りから始められる「消費のＳＤＧｓ」
体験プログラムの開催

・ワークショップや県内での取組事例紹介

5,000

事業内容

（単位：千円）

ＳＤＧｓの効果的な実践を促す取組の展開

事業イメージ

消費行動全般に係るＳＤＧｓの取組を
指し、日常の中で、身近なところからラ
イフスタイルの見直しを進めていくこと。

とは…

取組事業者の情報
共有・発信

普及啓発等の協力

情報発信イベント・
キャンペーン

ＳＤＧｓ活動の広報
イベント等連携

• 「やまぐちエシカル推進パート
ナー」登録事業者の情報共有

• 「消費のSDGｓ」に関する普及
啓発、情報発信

行 政

• 実体験を通したライフスタイル
見直しのきっかけづくり

• 自らのSDGｓ体験の情報発
信・情報交換

消費者

• 自ら取り組んでいるSDGｓの
活動を情報発信

• イベントでの取組紹介等
事業者

県

連
携
体
制
の
強
化
・

普
及
啓
発
の
推
進新

新
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

ぶちエコやまぐち３Ｒ推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 6,517千円

循環型社会の形成に向けて、プラスチックごみや食品ロスの削減などの廃
棄物の３Ｒについて、多様な主体の取組を活性化し、県民総参加でのごみ
の減量化や循環利用を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

ワンウェイプラス
チック等削減推進
事業

○「クリーニング店から発生するワンウェイプラスチッ
ク削減」の推進

・関係団体との連携の下、クリーニング店で使用され
るプラスチック製衣類用カバーの削減(「リデュー
ス」)を図り、ワンウェイプラスチックの３Ｒを推進

5,111

３Ｒ普及啓発事業 ○「３Ｒ普及啓発」の推進

・家庭からの食品ロスやプラスチックごみの削減に向
けた普及啓発による県民運動の更なる活性化

・発信力を持つ主体と連携し、小中学校への出前講座
の開催や啓発メッセージの発信等により、県民の実
践活動を促進

1,406

事業内容
（単位：千円）

ワンウェイプラスチック等削減推進事業、３Ｒ普及啓発事業

事業イメージ

循 環 型 社 会 づ く り の 推 進

廃

棄

物

の

３

Ｒ

推

進

３Ｒ普及啓発活動の実施

３Ｒ普及啓発

「リデュース」

｢プラスチック製｣衣類用カバー 「クリーニングマイバッグ」

ワンウェイプラスチック等削減推進

クリーニングで使用される、ワンウェイプラスチックの削減を推進

学校への出前講座 啓発メッセージ発信

３R実践活動を促進
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

やまぐち海洋ごみアクションプラン推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 74,657千円

「山口県海岸漂着物等対策推進地域計画(やまぐち海洋ごみアクションプラ
ン)」に基づき、漂着ごみや海底ごみの回収・処理体制の確立など、多様な
主体が協働した海洋ごみ対策を推進するとともに、瀬戸内海の海洋プラス
チック削減に向け、本県を含む14府県（瀬戸内海プラごみ対策ネットワー
ク）が連携し、河川ごみの実態把握及び発生源対策を検討・展開

趣 旨

項 目 内 容 事業費

漂着ごみの回収・処理 ○市町が実施する漂着ごみ等の回収・処理対策等
への支援

56,271

海底ごみの回収・処理 ○漁業者と連携した市町による海底ごみの回収・
処理体制の確立に向けた支援

7,151

日韓一斉清掃等 ○住民ボランティアによる清掃活動等の支援
（日韓一斉清掃等）

2,756

河川ごみ実態調査
○河川から瀬戸内海域へのプラスチックごみ等の

流出実態の把握
5,617

海岸漂着物実態調査 ○海洋プラスチックごみ等の海岸漂着物の実態把握 2,383

推進体制の運営 ○地域の実情に応じた海洋ごみ対策を推進する
実践組織の運営

479

事業内容
（単位：千円）

やまぐち海洋ごみアクションプラン推進事業

新

《海岸漂着物等の回収・処理》

《河川ごみの流出実態把握》
（瀬戸内海プラごみ対策ネットワーク）

《日韓海峡海岸漂着ごみ一斉清掃》

事業イメージ

拡
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

資源循環型社会形成推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 142,750千円

環境負荷の少ない循環型社会の形成を図るため、廃棄物の３Ｒ（発生・排
出抑制、再使用、再生利用）等の技術開発から普及拡大まで、切れ目ない
支援による資源循環型産業の育成を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

廃棄物３Ｒ事業
化支援事業

○産学公連携による廃プラスチック類や食品廃棄物等の
リサイクルの事業化に向けた検討

10,000

廃棄物３Ｒ等推
進事業

○産業廃棄物３Ｒや未利用エネルギー利活用等に寄与す
る施設整備への補助
・補助限度額 ３Ｒ施設30,000千円（補助率1/3以内）

AI等設備20,000千円（補助率1/3以内）

112,000

地域循環圏活性
化事業

○廃棄物等を地域内で有効活用する地域循環圏の形成に
必要なＦＳ（事業可能性）調査への補助
・補助限度額 3,750千円（補助率1/2以内）

4,250

資源循環事例等
認定普及事業

○リサイクル製品の認定・普及
・県内の循環資源を利用し、製造される製品を認定
○エコ・ファクトリーの認定・普及
・産業廃棄物排出抑制等の成果のある事業所を認定

1,100

循環型社会形成
推進基本計画改
定事業

○山口県循環型社会形成推進基本計画（第４次計画）の
2025年度の改定に向けた産業廃棄物の実態調査等

15,400

事業内容
（単位：千円）

資源循環型社会形成推進事業

事業イメージ

事業者
の取組

技術開発
事業化検討

施設整備
製品化
普及拡大

廃棄物3R
事業化支援事業

廃棄物3R
推進事業
（補助金）

資源循環事例等
認定普及事業

リサイクル製品認定
エコ・ファクトリー認定

～地域循環圏の構築や資源循環型産業の育成の支援～

大学等

地域循環圏活性化事業（補助金）
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○循環型社会づくりの推進

産業廃棄物適正処理推進事業【廃棄物・リサイクル対策課】 83,193千円

産業廃棄物の適正処理を推進するため、不法投棄等に対する全県的な監視
体制や迅速な情報収集体制の確保、優良事業者の育成・支援等、総合的な
対策を実施

趣 旨

項 目 内 容 事業費

不法投棄等監視対策事
業

○監視パトロール班（県内４班）と市町職員併任
制度による不法投棄等の監視

○スカイパトロールの実施

36,467

夜間不法投棄パトロー
ル事業

○夜間、休日等の監視パトロールの実施
（警備会社に業務委託）

23,057

不法投棄ホットライン
事業

○情報収集のためのフリーダイヤルの設置

○県民、市町、警察等で構成する「不法投棄等連
絡協議会」の開催

2,639

ＰＣＢ廃棄物適正処理
対策事業

○電気機器等に含まれるＰＣＢの分析費用補助
○低濃度ＰＣＢ廃棄物の期限内処理に向けた周知

6,820

優良事業者育成支援事
業

○排出事業者及び産廃処理業者を対象としたレベ
ルアップセミナー等の開催

○優良産廃処理業者の育成・支援（キャリア形成
促進・女性就業環境整備等）に係る費用の補助

14,210

事業内容
（単位：千円）

産業廃棄物適正処理推進事業

事業イメージ

●廃棄物の不法投棄等に関する相談
不法投棄ホットライン ０１２０－５３８－７１０

（ごみは ないわ）
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

野生鳥獣保護管理対策関連事業【自然保護課】 68,843千円

野生鳥獣による生活環境、農林水産業及び生態系への深刻な被害状況を踏
まえ、増加傾向にあるニホンジカなどの鳥獣管理、捕獲の担い手確保・育
成を行うとともに、ツキノワグマによる人身被害防止と個体群維持を両立

趣 旨

事業内容

（単位：千円）

事業イメージ

項 目 内 容 事業費

野生鳥獣
管理対策
強化事業

○ ニホンジカの適正管理に向け、認定鳥獣捕獲等事業者への委
託により、県西部地域での捕獲を実施
・指定管理鳥獣捕獲等事業(目標頭数：2,600頭)【奥山】

広域捕獲活動支援事業 (目標頭数：2,400頭)【農地周辺】

○ 狩猟によるニホンジカの捕獲を促進
・ニホンジカ捕獲強化支援事業（目標頭数：５00頭）

○ 狩猟免許の取得支援
○ ニホンザル及びカワウのモニタリング調査を実施
○ 認定鳥獣捕獲等事業者の捕獲従事者研修
○ 鳥獣捕獲の担い手確保･育成事業
○ わなによる捕獲・処理技術の向上研修

65,740

ツキノワ
グマ保護
管理対策
事業

○ クマレンジャー隊の設置による周辺住民の安全確保及び捕
獲体制の整備、放獣体制の整備

○ クマの餌資源調査等の実施
○ 第５期特定鳥獣（ツキノワグマ）管理計画の進行管理

3,103
野生鳥獣の適正な保護管理の推進

・クマレンジャー隊の設置
・島根県、広島県と連携した保護管理の推進

ツキノワグマの管理

・県西部地域におけるニホンジカ捕獲の強化

ニホンジカの捕獲

<シカ捕獲関連事業の推移> 単位：頭

区分 R４ R５ R６

指定管理鳥獣捕獲等事業 3,200 3,200 2,600

[新]広域捕獲活動支援事業 - - 2,400

ニホンジカ捕獲強化支援事業 - 500 500

計 3,200 3,700 5,500

・狩猟免許の取得支援
・各種研修会の実施

捕獲の担い手の確保・育成

・ニホンジカの個体数調査
・ニホンザルの出没状況調査
・カワウのねぐら調査
・ツキノワグマの餌資源調査

各種鳥獣の調査

新

拡
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・多様な主体と協働した保全体制
の確立を目指したモデル事業を
実施

・支援員、企業、団体への保全活
動に参加する人材を確保

・モニタリングの実施と専門家に
よる助言

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

生物多様性地域連携促進事業【自然保護課】 6,633千円

2030年までに陸と海の30％以上を保全する30by30などの新たな世界目
標に寄与するため、民間の取組等により生物多様性の保全が図られている
区域について、国の認定制度（「自然共生サイト」）への登録を促進し、
企業や団体、専門家等の多様な主体が協働・連携して生物多様性を保全す
る体制を構築

趣 旨

項 目 内 容 事業費

民間の取組促進事業 〇自然共生サイトの登録促進に向け、企業や団体、
県民、専門家等と協働した保全をモデル事業とし
て実施

2,956

地域連携保全活動支
援センター事業

〇企業等向けセミナーの開催

〇保全等に積極的に取り組む企業・団体の登録
（生物多様性応援宣言企業・団体）

〇自然共生サイト登録や保全に参加した企業の認証
（生物多様性パートナー企業）

〇人的・経済的支援が必要な団体と企業等のマッチング

〇希少野生動植物種保護支援員の登録・育成及び自
然共生サイト認定（候補）地での保全活動の実施

〇自然共生サイト認定（候補）地への専門家の派遣

3,400

指定希少野生動植物
種保護対策検討事業

〇県希少野生動植物種保護条例による指定種の検討
〇条例指定種や指定候補種の環境調査

277

（単位：千円）

民間の取組促進事業
（自然共生サイトの登録促進）

事業内容

事業イメージ

・企業等向けセミナーの開催
・生物多様性応援宣言企業・団体の

登録、生物多様性パートナー企業
の認証

・支援が必要な団体と企業等のマッ
チング

・支援員の登録、養成、保全の実施
・専門家の派遣

地域連携保全活動支援センター

・条例による指定種の検討
・条例指定種や指定候補種の環境調査

指定希少野生動植物種
保護対策検討事業

多様な主体と協働した
生物多様性の保全体制の構築

新

《生物多様性のための30by30アライアンス
ロゴマークⒸ環境省》
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

動物愛護管理推進事業【生活衛生課】 1,431千円

「山口県動物愛護管理推進計画」に基づき、所有者明示の推進や円滑な譲
渡に向けた取組により、飼主による適正飼養を啓発し、県民が安心して暮
らし続けることのできる基盤づくりを推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

動物の適正飼養 〇 所有者明示の推進
・犬猫への積極的な装着・情報登録によるマイ

クロチップの普及啓発
〇 円滑な譲渡の促進

・犬猫への駆虫処置、ワクチン接種の実施

829

周辺の生活環境の保全 ○周辺の生活環境の保全の推進
・e-ラーニング方式の講習を通じ、周辺生活環
境保全の取組を促進

○地域の猫との付き合い方啓発
・地域猫活動の取組等について、啓発を実施

291

県民と動物の安全確保 ○災害時における対策の推進
・災害発生に備えた、関係機関等と連携した

ペットとの同行避難訓練を実施

10

動物愛護管理の普及啓
発と多様な主体との相
互理解の醸成

○学識経験者、行政機関、獣医師会、動物愛護団
体等の多様な関係主体が参画する協議会の開催

301

事業内容
（単位：千円）

動物愛護管理推進事業

《ペット同行避難訓練》

事業イメージ

《円滑な譲渡の促進》マイクロチップ

ワクチン

×
駆虫薬
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新

次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○さまざまな生物との共生

デジタル活用による野犬対策強化事業【生活衛生課】 11,816千円

野犬による被害や苦情が多い本県の課題を解決するため、住民や技術者等
のアイデアとデジタル技術を取り入れた野犬対策を実施し、安心・安全な
まちづくりを推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

野犬捕獲の強化・推進 ○捕獲効率の向上を図るため、住民や技術者、学
生等を交えたアイデア出しを実施

○捕獲檻と遠隔捕獲システムを改良し、県内に展
開・運用

・遠隔操作による複数頭同時捕獲や餌での誘引
等の仕組を実装

・周南・防府・宇部・長門の各保健所に計８
セットを導入

9,766

野犬対策に有効な手
法・技術の創出

○住民や技術者等を交え、野犬の生息状況の把握
や、むやみな餌やり防止等に効果的な手法・技
術を検討

・センサーやカメラ等を活用した試作品の開発

2,050

事業内容

（単位：千円）

デジタル活用による野犬対策強化事業

《野犬捕獲の強化・推進》

事業イメージ

《野犬対策に有効な手法・技術の創出》
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次代につなげる持続可能な社会づくり推進プロジェクト

◆人と自然が共生する環境にやさしい地域づくりの推進

○自然の景観や多面的機能の保全・活用

自然公園関連事業【自然保護課】 12,640千円

優れた景観や豊かな生態系を有する自然公園等の保全と利用を促進するた
め、自然環境や景観維持に配慮した施設整備や公園管理等を推進

趣 旨

項 目 内 容 事業費

自然公園等施設
整 備 事 業

〇エコツーリズム拠点整備支援事業
・国の交付金（国庫：50％）を活用し、市町が実施す

るエコツーリズムの支援として関連施設を整備
・瀬戸内海国立公園（周防大島町 白木山山頂園地）

2,800

〇国定公園等施設整備事業
・国の交付金（国庫：45％）を活用した計画的な自然

公園施設の改修等
・北長門海岸国定公園（長門市 龍宮の潮吹園地）

8,400

秋吉台国定公園
管 理 事 業

○自然景観を維持するため「山焼き」の運営費等を一部負担
1,440

（単位：千円）

自然公園等施設整備事業、秋吉台国定公園管理事業

事業内容

事業イメージ

自然公園等施設整備 自然景観維持への支援

自然公園等の保護と利用を推進

エコツーリズム支援 秋吉台山焼き風景 ２１


